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という報告（谷口 2005、正木・村本 2017、デロイトトーマツ 2018ら）がある。 
後者については、女性の活躍推進を目的に多様化の対象を「女性」中心に進める組織では、
女性比率が低い職場に配属された女性が処遇に対し不満を抱く場合があることや（中野





























































































































44 歳）の就業率を 73％（2012年 68％）にする」、後者では「2020年に指導的地位に女性が
占める割合を少なくとも 30％程度とする」という数値目標を掲げており、とりわけ近年は
後者の管理職に占める女性比率を高める施策展開に注力している。 
まず女性就業者数（図 1-1）は 2009年の 2,649 万人から 2018年の 2,946 万人へと大幅に
拡大している。 
次に産業別（図 1-2）に女性就業者数を見ると、「医療、福祉」従事者が 627 万人と最も
多く、次いで「卸売業、小売業」554万人、「製造業」322万人、「宿泊業、飲食サービス業」
260万人などと続いている。 




ば M 字の底が 1988 年時点では 30～34 歳であったが、2018 年時点では 35～39 歳に変化し、
 
5 2012 年に発足した第 2 次安倍内閣において掲げられた経済政策、アベノミクスの第三の矢と
して策定された。『「日本再興戦略」改訂 2014－未来への挑戦－』（2014 年 6 月閣議決定）。 
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出所：「労働力調査 長期時系列データ」長期時系列表 3【年平均結果―全国】 
 (3) 年齢階級（5 歳階級）別就業者数及び就業率（1968 年～）より筆者作成。 
図 1-1 日本の女性就業者数の推移 
 
 
出所:独立行政法人 労働政策研究・研修機構 統計情報/産業別就業者数 
資料出所 総務省「労働力調査」、統計表 表 産業別就業者数、雇用者数をもとに筆者作成 












































































出所：「労働力調査 長期時系列データ」長期時系列表 3【年平均結果―全国】 (3) 年齢階級（5
歳階級）別就業者数及び就業率（1968年～）より筆者作成。 
図 1-3 日本の女性の年齢階級別就業率 
 
 
出所：「労働力調査 長期時系列データ」長期時系列表 10 【年平均結果―全国】 (1)年齢階級
（10 歳階級）別就業者数及び年齢階級（10歳階級），雇用形態別雇用者数より筆者作成。 


























































図 1-5 管理的職業従事者に占める女性の割合の推移 
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ている。世界経済フォーラムが 2019 年 12 月に発表した日本のジェンダー・ギャップ指数









【経済分野】・労働力率 ・同じ仕事の賃金の同等性 ・所得の推計値  
・管理職に占める比率 ・専門職に占める比率  
【教育分野】・識字率 ・初等，中等，高等教育の各在学率  
【健康分野】・新生児の男女比率 ・健康寿命  































進に関する法律」（昭和 60 年法律第 45 号、以下「男女雇用機会均等法」）。 
9 1989 年の合計特殊出生率がそれまでの過去最低だった丙午の年にあたる 1966年の 1.58 を下






























10 正式名称「育児休業等に関する法律」（平成 3 年法律第 76 号、以下「育児休業法」）。 
11 正式名称「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平
成 3 年法律第 76 号、以下「育児・介護休業法」）。 
12 平成 15 年法律第 120 号。 




































































































































































































育児休業の取得状況は、女性が 82.3％、男性は 6.16％である（厚生労働省「平成 30年度
雇用均等基本調査」）。また、制度の対象となる有期雇用労働者の育児休業取得率は女性






















































図 1-7 育児休業取得率の算出式 
育児休業取得  
出産者のうち、調査時 までに育児休業を  した者    定の 出をしている者を含む の数








15 厚生労働省（2010）「第 1 回労働政策審議会点検評価部会資料」資料 4-1 より 




































15％且つ育児休業取得者が 1 人以上いることや、女性の育児休業等取得率 75％以上などが
含まれており、とくに前者は男性の育児参加を後押しするものとなっている。 

































































































































表 1-4 女性活躍推進法 状況把握の必須・任意項目 
 
出所：労働政策研究・研修機構（2015）「スペシャルトピック 女性活躍推進法が成立」 























































































































































































































































































































































・コース別雇用管理制度導入 ・ポジティブ・アクションへの取り組み ・女性のキャリア 発・戦力化

















































図 2-2 くるみんマーク  図 2-3 プラチナくるみんマーク 
出所：厚生労働省 雇用均等・児童家庭局 都道府県労働局雇用環境・均等部（室）（2017） 


































































2019 年 9 月末時点の次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画策定届出企
業数は 87,319社、くるみん認定企業数は 3,212社（2015年 6月時点（以下、同）2,206社）、














める割合（以下、同）は 28.3％）で最も高く、次いで「情報通信業」が 247社（同 12.2％）、
「卸売業、小売業」が 239社（同 11.8％）、「金融業、保険業」が 223社（同 11.0％）、「サ
ービス業（他に分類されないもの）」が 221 社（同 10.9％）、「医療、福祉」が 212 社（同
































に占める割合（以下、同）27.6％）が最も高く、次いで「製造業」が 82 社（同 25.7％）、
「情報通信業」が 49社（同 15.4％）、「卸売業、小売業」が 36社（同 11.3％）、「医療、福
















業が 204社（認定企業総数に占める割合（以下、同）は 10.1％）、「101～300 人」が 441社











製造業 573 28.3% 82 10.2%
情報通信業 247 12.2% 49 1.1%
卸売業、小売業 239 11.8% 36 22.0%
金融業、保険業 223 11.0% 88 0.8%
サービス業（他に分類されないもの） 221 10.9% 22 6.6%
医療、福祉 212 10.5% 25 7.7%
建設業 79 3.9% 1 11.4%
運輸業、郵便業 55 2.7% 2 1.8%
教育、学習支援業 35 1.7% 1 2.9%
不動産業、物品賃貸業 26 1.3% 2 7.8%
学術研究、専門・技術サービス業 25 1.2% 3 4.8%
分類不能の産業 24 1.2% 3 -
電気・ガス・熱供給・水道業 22 1.1% 3 0.0%
複合サービス事業 16 0.8% 0 0.2%
宿泊業、飲食サービス業 14 0.7% 1 12.5%
生活関連サービス業、娯楽業 8 0.4% 1 9.5%
公務(他に分類されるものを除く) 4 0.2% 0 -
農業、林業 1 0.05% 0 0.7%
鉱業、採石業、砂利採取業 1 0.05% 0 0.04%




下、同）は 3.8%）、「101～300人」が 47社（同 14.7％）、「301人以上」が 260社（同 81.5％）
となっている。 
総企業数に占める「301人以上」の企業はわずか 0.9％であるのに対し、くるみん認定に
占める「301 人以上」の企業は 68.1％、プラチナくるみん認定企業の場合は 81.5％を占め
る。このようにくるみん認定、およびプラチナくるみん認定の取得は大企業に集中している。 
 







（注）同調査の企業常用雇用者規模の区分は「0～4 人」「5～9人」「10～19 人」「20～29 人」「30～49 人」「50～99
人」「100～299 人」「300～999 人」「1,000～1,999 人」「2,000～4,999 人」「5,000 人以上」となっており、厚生労働省
の「えるぼし」認定企業の集計区分と異なっている。厚生労働省のくるみん認定企業の集計区分に近づけるため、
本表では便宜上、同調査の区分を以下のように割り当てる。 
経済センサス‐活動調査の区分 ----------------------------------------- くるみん認定企業集計区分 
「0～4 人」「5～9 人」「10～19 人」「20～29 人」「30～49 人」「50～99 人」を合算 --- 「100 人以下」 
「100～299 人」 ------------------------------------------------------- 「101～300 人」 





















100人以下 204 10.1% 12 97.1%
101～300人 441 21.8% 47 2.0%
301人以上 1,380 68.1% 260 0.9%















支援対策推進法の一般事業主行動計画の策定・届出が、2014 年改正までは 300 人以下の企
業が対象外であったことが理由として挙げられる。総企業数に占める規模別の企業数の割
合で「301 人以上」の企業はわずか 0.9％であるのに対し、くるみん認定に占める「301 人





















































以上のような 5つの認定基準のうち、満たしている項目数に応じて 1段階から 3段階の 3
段階で「えるぼし」認定される。 
 






2019 年 9 月末時点の女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画策定届出企業数は
16,736社で、えるぼし認定企業数は 920社である（表 2-6）。 
認定段階別の内訳は「認定段階 3」が 590 社（認定企業総数に占める割合（以下、同）
64.1％）、「認定段階 2」が 324社（同 35.2％）、「認定段階 1」が 6社（同 0.7％）で、認定
企業の多くが「認定段階 3」を取得している。 
























































































表 2-6 認定段階別の「えるぼし」認定企業数 
 

















認定段階３ 404 186 590
認定段階２ 245 79 324
認定段階１ 6 0 6









サービス業（他に分類されないもの） 157 17.0% 6.6%
情報通信業 150 16.2% 1.1%
製造業 138 14.9% 10.2%
卸売業、小売業 107 11.6% 22.0%
金融業、保険業 103 11.1% 0.8%
学術研究、専門・技術サービス業 78 8.4% 4.8%
医療、福祉 61 6.6% 7.7%
建設業 34 3.7% 11.4%
生活関連サービス業、娯楽業 16 1.7% 9.5%
宿泊業、飲食サービス業 15 1.6% 12.5%
教育、学習支援業 12 1.3% 2.9%
電気・ガス・熱供給・水道業 11 1.2% 0.0%
分類不能の産業 10 1.1% －
不動産業、物品賃貸業 9 1.0% 7.8%
運輸業、郵便業 8 0.9% 1.8%
報道 7 0.8% －
複合サービス事業 5 0.5% 0.2%
公務(他に分類されるものを除く） 2 0.2% －




次いで「情報通信業」が 150社（同 16.2％）、「製造業」が 138社（同 14.9％）、「卸売業、
小売業」が 107 社（同 11.6％）、「金融業、保険業」が 103 社（同 11.1％）となっており、





えるぼし認定企業を常時雇用する労働者の規模別で見ると（表 2-8）、2019 年 11 月時点
で「10～100人」が 132 社（認定企業総数に占める割合（以下、同）14.3％）、「101～300人」
が 125社（同 13.5％）、「301～500人」が 91社（同 9.8％）、「501～1,000人」が 141社（同









（参考）総企業数に占める当該業種の企業数の割合(%)は、平成 28 年経済センサス‐活動調査 速報集計(企業等
に関する集計)の「第４表 企業産業（大分類）、単一・複数（2 区分）別企業等数、売上（収入）金額及び１企業当た
り売上（収入）金額―全国、都道府県」より筆者作成 
（注）同調査の企業常用雇用者規模の区分は「0～4 人」「5～9 人」「10～19 人」「20～29 人」「30～49 人」「50～
99 人」「100～299 人」「300～999 人」「1,000～1,999 人」「2,000～4,999 人」「5,000 人以上」となっており、厚生労働
省の「えるぼし」認定企業の集計区分と異なっている。厚生労働省の「えるぼし」認定企業の集計区分に近づけるた
め、本表では便宜上、同調査の区分を以下のように割り当てている。 
経済センサス‐活動調査の区分 ----------------------------------------- くるみん認定企業集計区分 
「0～4 人」「5～9 人」「10～19 人」「20～29 人」「30～49 人」「50～99 人」を合算 --- 「100 人以下」 
「100～299 人」 ------------------------------------------------------- 「101～300 人」 






0～9人 15 1.6% 73.3%
10～100人 132 14.3% 23.8%
101～300人 125 13.5% 2.0%
301～500人 91 9.8%
501～1,000人 141 15.3%
1,001～5,000人 298 32.3% 0.20%
5,001人以上 122 13.2% 0.03%






















2019 年 9 月末時点のえるぼし認定企業数は 924 社で、女性活躍推進法への対応が義務付








「WLB」）実現に向けた環境整備を促してきた（高畠 2008、荒金・西村・小崎 2007）。 
また、同法の 2014年改正時に女性の長期的なキャリア形成支援の新基準が設けられたこ


































くるみん認定 3,212 87,319 3.7%
プラチナくるみん認定 330 87,319 0.4%
















































































とに 2000年から 2014 年の傾向を見ていく。 
2014年のポジティブ・アクションに「取り組んでいる」常用労働者 30人以上の企業割合
は 57.1％（2000年度（以下、同）26.3％）、「今後、取り組むこととしている」は 17.2％（同 
10.7％）、「今のところ取り組む予定はない」は 24.7％（同 57.1％）であった。およそ 15年
間でポジティブ・アクション積極的企業の割合は 37.0%から 74.3％へと 37.3 ポイント上昇
し、消極的な企業は 57.1％から 24.7％へと 32.4ポイント低下している。 
規模別では、ポジティブ・アクションに「取り組んでいる」企業割合は 5,000 人以上規模
82.7％が最も高く、次いで 1,000～4,999人規模 73.6％、300～999人規模 68.7％、100～299



















した企業が 49.6％であり、2014年調査 33.7％に比べ 15.9ポイント上昇した。「男性のみ採























出所：厚生労働省（2019）「平成 30 年度雇用均等基本調査」 
企業調査統計表 「表 8 産業別女性管理職割合」より筆者作成（一部改変） 
図 3-1 産業別 女性管理職の割合 
 
3.4 就業継続する女性の増加 
2017年度の一般労働者の平均勤続年数は男性 14.0年（2005年 14.1年）、女性 10.2年（同
9.7 年）である（厚生労働省 2018）。平均勤続年数の男女差は、2005 年の 4.4 年から 2017
年の 3.8年となっており、女性の平均勤続年数は伸び、男女差の縮小が見られる。 
女性の育児休業者がいた事業所の割合は 87.9％、男性の育児休業者がいた事業所の割合



























































35.5 34.6 32.8 
28.4 
24.0 23.6 
















































2018 年の女性の正規の職員・従業員数は 1,137 万人（2009 年比（以下、同）8.3％増）、
非正規の職員・従業員数は 1,1451万人（同 20.9％増）であり、10年前と比較すると正規の
職員・従業員数、非正規の職員・従業員数ともに増加している。 
非正規の職員・従業員のうち「パート・アルバイト」は 1,143 万人（同 26.2％増）、「労
働者派遣事業所の派遣社員」は 85万人（同 18.1％増）、「契約社員・嘱託」は 183万人（22.8％


















































































































































































































































































リットが見出せなくなる（三菱 UFJ & コンサルティング 2015）など、日本的雇用慣行の副
作用として就業継続・昇進意欲の低下も示唆されている。また、女性管理職がいまだ少数で
あるため周囲にロールモデル的な女性管理職が不在（21世紀職業財団 2013、同 2015）であ
















































































る。一方で 20 代より 30 代で昇進意欲を持つ傾向を確認している研究（川口 2010、武石
2014a、横山 2014、西村・呼 2017 ら）も見られる。これについては、昇進意欲がない女性


































































































































































































































































































































































































































































































al., 1998、髙松 2015）。 
また、ダイバーシティ研究の分析対象となるパフォーマンスには、売上高、業績、最終利
益など財務的基準と、モチベーション、職務満足度、勤続年数、離職率、コミットメントな
ど非財務的基準の 2つに区分される（谷口 2005:49、正木 2019:21）。 
 
 
































































































出所：田尾（1991）『組織の心理学[新版]』,p.187（原典：Litwin & Stringer 1968） 






















































































































































































































































































出所：田尾（1991）『組織の心理学[新版]』,p.193 （原典：Field & Abelson 1982） 































































表 6-1 多様性割合指数を算出する基準 
 割合 
① 正社員女性 「低：15％未満」 「中：15-30％未満」 「高：30％以上」 
② 管理職女性 「低：5％未満」 「中：5-15％未満」 「高：15％以上」 
③ 社員の中途採用者 「低：15％未満」 「中：15-30％未満」 「高：30％以上」 
④ 制約社員は 「低：5％未満」 「中：5-15％未満」 「高：15％以上」 
⑤ 外国人材 「低：5％未満」 「中：5-10％未満」 「高：10％以上」 



























1 つ目の「多様な働き方に関する評価」の質問項目31は 5 項目、2 つ目の「性別役割分業
に関する評価」の質問項目32は 4 項目、3 つ目の「性別職場構成の評価」の質問項目も 4 項
目で、質問項目に対して「非常に当てはまる」を 4、「まあ当てはまる」を 3、「あまり当て










31 質問項目のうち前三者は、正木（2019）のダイバーシティ風土尺度 23 項目より、「多様性」
因子の 3 項目を引用し、後 2 者は先行研究をもとに筆者が作成した。 













ない」を 2、「わからない」を 1として、4段階評定で回答を求めた。 
④仕事の量的負荷については 4項目の質問項目に対して、また⑤仕事の質的負荷につい
ては 3項目の質問項目に対して、「非常に当てはまる」を 5、「まあ当てはまる」を 4、「ど






































の α 係数を算出したところ、α=.862 と高い信頼性係数を示していることから、単純加算
後平均して「多様な働き方に関する評価」の指標とした（表 6-2）。 
 








   不公平感はないと思う（不公平感は生じないと思う）
5 )私の職場では、仕事と家庭の両立支援制度の利用者とそうでない人との間に、






























   多いと思う
2) 私の職場では、男性は女性以上に幅広い仕事を経験できると思う」
3) 私の職場では、男性の方が女性よりも社内での昇進昇格への道が
   より けていると思う
4) 同じことを提案しても、私の職場では男性の言うことのほうが、女性の言う






   ケーションは円滑であると思う
2) 私の職場では、 職年数が異なるメンバー同士も良い人間関係があり、
   コミュニケーションは円滑であると思う
3) 私の職場では、働き方（フルタイム/短時間勤務）が異なるメンバー同士も









































































34 質問項目 6)から 10)は高村（2018）の「管理職の行動特性」7 項目からから 5 項目を一部修
正して引用した。 
35 質問項目 1)から 2)は、高村（2018）の「仕事の特徴」から一部修正して引用した。質問項




























ない」を 3、「あまり当てはまらない」を 2、「全く当てはまらない」を 1 として、5 段階評
定で回答を求めた。「職務の量的負荷」（表 6-8）および「職務の質的負荷」（表 6-9）に用い
た設問については、因子分析の結果からそれぞれ 1因子にまとめられることを確認した。尺








































集した。回答者は女性のみ 450名、平均年齢は 32.18 歳であった。 
 





支援業が 25名（5.6％）、情報通信業が 18名（4.0％）、建設業が 16名（3.6％）、不動産・
 
37 昇進意欲に関する質問で「昇進のない仕事である」と回答した 83 名を除外。 
38 多様性割合指数を算出するための 6 項目のうち、「わからない」の回答が 2 つ以上ある回答
は欠損処理としたため。 
建設業, 16 , 3%
製造業, 
85 , 19%
電気・ガス・熱供給・水道業, 2 , 0%
情報通信業, 18 , 4%
運輸業、郵便業, 11 , 2%
卸売業、小売業, 30 , 7%
金融・保険業, 44 , 10%
不動産・物品賃貸業, 15 , 3%宿泊・飲食サービス業, 9 , 2%
医療・福祉, 
111 , 25%





物品賃貸業が 15名（3.3％）、運輸業・郵便業が 11名（2.4％）、宿泊・飲食サービス業が 9
名（2.0％）、電気・ガス・熱供給・水道業が 2名（0.4％）、その他が 84名（18.7％）であ
った（図 6-2）。 
勤務先の従業員規模別の回答者は 101～300 人以下が 112 名（24.9％）、301～500 人以下




営業・販売職が 54名（12.0％）、技術職が 39名（8.7％）、現業職が 25名（5.6％）であっ
た（図 6-4）。 
 













相当が 17名（3.8％）、課長相当が 7名（1.6％）、部長・次長相当が 2名（0.4％）、その他






下, 112 , 25%
301人～500人










事務職, 238 , 
53%
技術職, 39 , 9%



















当職」が 55名（12.2％）、「部長相当職」が 27名（6.0％）、「役付きでなくともよい」が 20
1 名（44.7％）、「昇進のない仕事である」が 83 名（18.4％）であった。昇進の有無の判定
に関しては、昇進意欲ありは 82 名（18.2％）、昇進意欲なしは 285 名（63.4％）であった
（表 6-10）。 
 











課長相当 55 12.2 
部長相当以上 27 6.0 
係長・主任相当 84 18.7 
役付きでなくともよい 201 44.7 
昇進のない仕事である 83 18.4 －
あり
なし
総合職, 104 , 
23%
準総合職, 28 , 
6%
一般職, 216 , 
48%






課長相当, 7 , 1%
部長・次長相当, 2 , 0%




表 6-11 今の会社で将来今より上の地位・役職に昇進する見通し 
 
 








表 6-13 昇進意欲の有無による多様性割合指数の比較 
 






ない 66 14.7 
あまりない 94 20.9 
どちらとも言えない 128 28.4 
ある程度ある 126 28.0 
かなりある 36 8.0 
あり
－
昇進の見込み 課長相当 部長相当以上 係長・主任相当 役付きでなくともよい
ない 1 1 7 20 37 66
(0.2%) (0.2%) (1.6%) (4.4%) (8.2%) (14.7%)
あまりない 3 4 18 53 16 94
(0.7%) (0.9%) (4.0%) (11.8%) (3.6%) (20.9%)
どちらとも言えない 8 4 23 74 19 128
(1.8%) (0.9%) (5.1%) (16.4%) (4.2%) (28.4%)
ある程度ある 34 12 27 43 10 126
(7.6%) (2.7%) (6.0%) (9.6%) (2.2%) (28.0%)
かなりある 9 6 9 11 1 36
(2.0%) (1.3%) (2.0%) (2.4%) (0.2%) (8.0%)
合計 55 27 84 201 83 450














3 項目と有意な関係が見られた（表 6-14）。女性管理職比率のオッズ比は 2.08（95％ CI：
1.01-4.30）、外国人材比率のオッズ比は 5.09（95％ CI：1.76-14.70）、障害者在籍ダミー
のオッズ比は 3.57（95％ CI：1.28-9.99）と統計的に有意であった。 
 




















女性管理職比 0.59 2.08 1.01 4.30 0.05 *
制約社員比 0.06 1.08 0.48 2.45 0.85
正社員女性比 -0.40 0.60 0.28 1.27 0.18
中途採用者比 -0.29 0.69 0.33 1.46 0.33
外国人材比 1.06 5.09 1.76 14.70 0.00 **
60歳以上従業員比 -0.22 0.72 0.27 1.93 0.52
障害者 籍ダミー 0.64 3.57 1.28 9.99 0.02 *


















た（t=2.56, p<.01）。ｔ検定の結果が表 6-16である。 
 
表 6-16 昇進意欲の有無による多様化に関する職場風土の比較 
 
企業規模 -0.05 -0.09 -0.04
女性顧客向けサービス・商品 -0.01 0.07 -0.01
多様性割合指数 0.18 ** -0.07 0.08
女性活躍推進に関する施策・制度 0.19 ** -0.07 0.16
上司の職場マネジメント 0.57 *** 0.25 ** 0.03
上司の部下マネジメント 0.21 0.01 0.59 ***
職務の質的負荷 0.03 -0.02 0.03
職務の量的負荷 0.08 0.12 0.12
決定係数 0.44 0.06 0.34
調整済み決定係数 0.42 0.05 0.34
N 104 104 104
多様な働き方に関する評価 性別役割分業に関する評価 性別職場構成に関する評価
多様な働き方に関する評価 2.66 (0.62) 2.47 (0.61) 2.56
性別役割分業に関する評価 2.66 (0.68) 2.55 (0.76) 1.21







対応のない t検定 *p<.05，（ ）内は標準偏差 
次に、昇進意欲あり群となし群の「性別役割分業に関する評価」の差が統計的に有意かを
確かめるために t検定を行ったところ有意差が見られなかった（t=1.21, n.s.）。 
同様に、昇進意欲あり群となし群の「性別職場構成の評価」の差が統計的に有意かを確






































調査の対象者の約 75％が従業員規模 301 人以上の企業に所属する女性正社員であり、当該
企業規模は次世代育成支援対策推進法に対応するため 2005年から仕事と子育ての両立を図
るための環境整備とともに、子育てをしていない社員も含めた労働条件の整備が行われて


































































































39 従業員数 101 人以上規模の企業に一般事業主行動計画の策定・届出が義務づけられたのは、














































































































































































































実線は各検定5%水準で有意、 線は相関関係1%水準で有意。  
出所：筆者作成 
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